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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第32期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第33期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第32期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

売上高 (千円) 3,282,3592,303,60712,158,433

経常利益 (千円) 95,861 39,310 42,471

四半期(当期)純利益 (千円) 53,377 23,983 50,985

純資産額 (千円) 6,689,5436,548,7666,528,619

総資産額 (千円) 12,253,70110,085,55710,357,199

１株当たり純資産額 (円) 1,143.971,140.651,138.41

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 9.71 4.36 9.27

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 51.3 62.2 60.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △158,148△297,505 5,656

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △291,094△20,154△523,856

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 44,406 △40,117 34,966

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,160,3781,664,5242,018,446

従業員数 (名) 140 143 142

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 143

(注)　従業員数は、就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であります。なお、臨時従業員数は従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 109

(注)　従業員数は、就業人員数（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。）であります。なお、

臨時従業員数は従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績
　

事業部門 金額(千円) 前年同四半期比(％)

汎用樹脂部門 713,340 △31.1

高機能性樹脂部門 1,293,203 △31.9

合計 2,006,543 △31.6

(注) １　金額は、生産数量に平均販売単価を乗じて算出しております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 商品仕入実績
　

事業部門 金額(千円) 前年同四半期比(％)

汎用樹脂部門 90,379 △45.6

高機能性樹脂部門 53,010 33.8

合計 143,389 △30.3

(注) １　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績
　

事業部門 金額(千円) 前年同四半期比(％)

汎用樹脂部門 878,687 △29.7

高機能性樹脂部門 1,424,920 △29.9

合計 2,303,607 △29.8

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相手先

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

三菱瓦斯化学㈱ 587,110 17.9 462,281 20.1

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間における、四半期報告書に記載した財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の異常な変動等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は、前事業年度

の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間における我が国経済は、世界的な金融危機が実体経済へ波及し昨年から急

速に悪化した景気も、一部の業種や企業において在庫調整が進み、生産に持ち直しの兆しが見られること

により底入れ感があると言われております。しかし企業業績・雇用情勢の悪化、設備投資・個人消費の低

迷、一部原燃料価格の値上げ動向等、依然として先行き不透明な状況にあり、厳しい状況が続いておりま

す。

　当社グループの関連する、不飽和ポリエステル樹脂市場も、不況により冷え込んだ電子産業等の一部は

持ち直しの動きが見られるものの、自動車産業、住宅建築産業等の全般的な回復はいまだに見えない状況

であり、前年を下回る結果となりました。

  このような状況下において、当社グループの市場環境も、自動車、住宅等の低迷、輸出品の停滞等、厳し

い状況が続いております。出荷量が低迷する中、拡販・経費削減に勤めましたが、前年を下回る結果とな

りました。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高23億3百万円(前年同四半期比29.8％減)、経常利

益39百万円(前年同四半期比59.0％減)、当四半期純利益23百万円(前年同四半期比55.1％減)となりまし

た。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、流動資産では、現金及び預金の減少3億53百万円、受取手形

及び売掛金の増加78百万円、たな卸資産の減少1億83百万円等があり、また固定資産は80百万円増加とな

り、総資産は前連結会計年度末と比較して2億71百万円減少の100億85百万円となりました。流動負債で

は、支払手形及び買掛金の減少は4億6百万円等があり、負債合計は前連結会計年度末と比較して2億91百

万円減少し、35億36百万円となりました。純資産は、前連結会計年度末と比較して20百万円の減少となり、

65億48百万円となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ、3億53百万円減少し、

16億64百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間において、営業活動による資金の減少は2億97百万円(前同四半期は1億

58百万円の減少)となりました。これは税金等調整前四半期純利益39百万円の計上に対し、減価償却

費を67百万円負担したこと、仕入債務の減少は4億7百万円、たな卸資産の減少は1億90百万円あった

ことなどが主な要因であります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間において、投資活動による資金の減少は20百万円(前同四半期は2億91

百万円の減少)となりました。これは有形固定資産の取得による支出が19百万円あったことなどが主

な要因であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間において、財務活動による資金の減少は40百万円(前同四半期は44百万

円の増加)となりました。これは配当金の支払が38百万円あったことなどが主な要因であります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に、重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、68百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,850,000

計 18,850,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,500,0005,500,000
ジャスダック
証券取引所

単元株式数は
1,000株であります。

計 5,500,0005,500,000 ― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年６月30日 ― 5,500,000 ― 1,100,900 ― 889,640

　

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができませんので、直前の基準日である平成21年３月31日の株主名簿により記載しており

ます。

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
　(自己保有株式)
　普通株式　 1,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式5,498,000 5,498 ―

単元未満株式 普通株式    1,000― ―

発行済株式総数 5,500,000― ―

総株主の議決権 ― 5,498 ―

(注) １　単元未満株式の中には、自己株式758株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本ユピカ株式会社
東京都千代田区
紀尾井町４番13号

1,000 ― 1,000 0.02

計 ― 1,000 ― 1,000 0.02

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月

最高(円) 215 239 254

最低(円) 191 214 223

(注)　株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連

結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及

び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日）は、改正後の四半期連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間（平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、東陽監査法人により四半期レビューを受けてお

ります。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,164,524 1,518,446

受取手形及び売掛金 3,154,405 3,075,986

商品及び製品 586,276 766,338

仕掛品 61,189 69,597

原材料及び貯蔵品 365,256 360,631

その他 705,851 598,328

貸倒引当金 △1,532 △1,532

流動資産合計 6,035,971 6,387,797

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 843,127

※1
 851,028

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 999,318

※1
 943,633

土地 1,340,442 1,340,442

その他（純額） ※1
 283,443

※1
 269,103

有形固定資産合計 3,466,331 3,404,206

無形固定資産 16,907 17,495

投資その他の資産

その他 566,547 547,899

貸倒引当金 △200 △200

投資その他の資産合計 566,347 547,699

固定資産合計 4,049,585 3,969,401

資産合計 10,085,557 10,357,199

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,047,324 2,453,374

短期借入金 142,400 132,200

未払法人税等 28,891 13,215

引当金 41,125 80,227

その他 448,941 297,954

流動負債合計 2,708,683 2,976,972

固定負債

退職給付引当金 428,420 435,802

役員退職慰労引当金 41,124 56,110

再評価に係る繰延税金負債 312,532 312,532

その他 46,029 47,162

固定負債合計 828,106 851,607

負債合計 3,536,790 3,828,579
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,100,900 1,100,900

資本剰余金 889,640 889,640

利益剰余金 3,830,924 3,845,428

自己株式 △905 △905

株主資本合計 5,820,558 5,835,062

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 13,553 7,396

土地再評価差額金 468,798 468,798

為替換算調整勘定 △31,325 △52,021

評価・換算差額等合計 451,026 424,173

少数株主持分 277,181 269,383

純資産合計 6,548,766 6,528,619

負債純資産合計 10,085,557 10,357,199

EDINET提出書類

日本ユピカ株式会社(E00865)

四半期報告書

12/22



(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 3,282,359 2,303,607

売上原価 2,802,693 1,913,196

売上総利益 479,666 390,411

販売費及び一般管理費

運搬費 128,469 107,586

その他 266,310 253,224

販売費及び一般管理費合計 394,779 360,811

営業利益 84,886 29,599

営業外収益

受取利息 1,334 1,158

受取配当金 19,706 11,460

その他 1,016 1,949

営業外収益合計 22,057 14,568

営業外費用

支払利息 390 561

売上割引 2,828 1,676

たな卸資産廃棄損 3,597 －

支払手数料 － 1,000

その他 4,265 1,620

営業外費用合計 11,081 4,858

経常利益 95,861 39,310

特別損失

固定資産廃棄損 2,544 24

特別損失合計 2,544 24

税金等調整前四半期純利益 93,317 39,285

法人税等 ※1
 42,792

※1
 27,387

少数株主損失（△） △2,853 △12,085

四半期純利益 53,377 23,983
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 93,317 39,285

減価償却費 54,023 67,323

売上債権の増減額（△は増加） △58,693 △77,650

たな卸資産の増減額（△は増加） △12,468 190,268

仕入債務の増減額（△は減少） △117,304 △407,206

その他の流動資産の増減額（△は増加） － △105,008

その他 2,879 △2,613

小計 △38,246 △295,601

利息及び配当金の受取額 － 12,618

利息の支払額 － △561

法人税等の支払額 △119,748 △13,961

その他の支出 △153 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △158,148 △297,505

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △291,396 △19,803

その他 302 △351

投資活動によるキャッシュ・フロー △291,094 △20,154

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 141,300 －

長期借入金の返済による支出 △58,400 －

リース債務の返済による支出 － △1,524

配当金の支払額 △38,493 △38,592

財務活動によるキャッシュ・フロー 44,406 △40,117

現金及び現金同等物に係る換算差額 220 3,854

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △404,615 △353,921

現金及び現金同等物の期首残高 2,564,994 2,018,446

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,160,378

※1
 1,664,524
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結会計期間において、営業外費用

「その他」に含めて表示しておりました「支払手数

料」（前第１四半期連結会計期間は1,500千円）は、重

要性が増したため、当第１四半期連結会計期間におい

ては区分掲記することといたしました。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結会計期間において、「営業活動に

よるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示

しておりました「その他の流動資産の増減額（△は増

加）」（前第１四半期連結会計期間は△146,816千

円）は、重要性が増したため、当第１四半期連結会計期

間においては区分掲記することといたしました。

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１　棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関し

ては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。また、棚卸資産の簿価切下げに関して

は、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売

却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっており

ます。

２　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連

結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結

会計年度において使用した将来の業績予測やタックス

・プランニングを利用する方法によっております。 
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

税金費用の計算

　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用

しております。

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額  7,012,982千円

 

　２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

　　引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結して

　　おります。

　　　当第１四半期連結会計期間末における貸出コミ

　　ットメントに係る借入未実行残高等はつぎのとお

　　りであります。

　　貸出コミットメントの金額     1,000,000千円 

　　借入実行残高                       ― 千円

    差引額                       1,000,000千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額  6,947,202千円

 

　２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

　　引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結して

　　おります。

　　　当連結会計年度末における貸出コミットメント

　　に係る借入未実行残高等はつぎのとおりでありま

　　す。

　　貸出コミットメントの金額     1,000,000千円 

　　借入実行残高                       ― 千円

    差引額                       1,000,000千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　法人税等調整額は、法人税等に含めて表

　　示しております。

※１　　　　　　　　　同左

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,660,378千円

その他（キャッシュマネジメント

システム預託金）
500,000千円

　　　計 2,160,378千円
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,164,524千円

その他（キャッシュマネジメント

システム預託金）
500,000千円

　　　計 1,664,524千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 5,500,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,758

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年4月22日
取締役会

普通株式 利益剰余金 38,487 7 平成21年３月31日 平成21年６月25日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。
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(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

　　　該当事項はありません。

　

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)及び当第１四半期連結累計

期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)においては、当社グループは同一セグメントに属する

樹脂及びその関連商品の製造、販売を行っており、当該事業以外に事業の種類が無いため当該事項はあり

ません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)及び当第１四半期連結累計

期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)においては、全セグメントの売上高の合計に占める日

本の割合が、９０％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)及び当第１四半期連結累計

期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)においては、海外売上高が連結売上高の１０％未満の

ため、海外売上高の記載を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 1,140.65円
　

　 　

　 1,138.41円
　

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益 9.71円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ― 円
　

１株当たり四半期純利益 4.36円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ― 円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

四半期純利益(千円)　　　　　　　　：① 53,377 23,983

普通株主に帰属しない金額(千円)　　：② ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円)　：①－② 53,377 23,983

普通株式の期中平均株式数(株) 5,499,038 5,498,242

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月12日

日本ユピカ株式会社

取 締 役 会　御中

　

東　陽　監　査　法　人

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　助　川　正　文　　印

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　原　口　隆　志　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

ユピカ株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結累計

期間（平成２０年４月１日から平成２０年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連

結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ユピカ株式会社及び連結子会社の平成２

０年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月12日

日本ユピカ株式会社

取 締 役 会　御中

　

東　陽　監　査　法　人

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　助　川　正　文　　印

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　原　口　隆　志　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

ユピカ株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計

期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成２１年４月

１日から平成２１年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ユピカ株式会社及び連結子会社の平成２

１年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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